
参考資料 - （別紙）

加算等項目
対象

施設類型

既存園

新設園

保育士比率
向上加算

小B

障害児保育加算
小A・B・C
家庭的

事業所内A・B

減価償却費加算 全類型共通

賃金改善やキャリアアップの取組予定を踏まえた上で、８％
とします。

障害児保育加算の認定は随時行いますので、対象児童がいる場合は
「障害児保育費認定協議書」をお早めに御提出ください。認定後、
遡及して請求を行うことができるものとします。

減価償却費加算については、既に認定済の園を除き、認定申請が必
要となるものですが、正式な認定をするまで（６月末を予定）の間
は、該当園の申出により請求を行うことができるものとします。

処遇改善等加算Ⅲについては、正式な認定をするまで（９月以降を
予定）の間は、請求の可否等について、次の取扱いによるものとし
ます。

令和４年度に本加算
認定を受けた既存園

令和４年度の請求の算定に用いた「平均年
齢別利用子ども数」に基づき、暫定的に請求
できるものとします

令和４年度に本加算
認定を受けていない
既存園及び認可化移行園

正式な認定をするまで（９月以降を予定）の間
は、請求できないものとし、正式な認定後、遡
及して、請求できるものとします。

保育士比率向上加算については、正式な認定をするまで「雇用状況報
告書」に基づき、申請当月について保育士比率が３／４以上の事業所は
加算有りとして請求を行うことができるものとします。

処遇改善等
加算Ⅱ

処遇改善等
加算Ⅲ

全類型共通

処遇改善等
加算Ⅰ

全類型共通

処遇改善等加算Ⅰの加算率については、毎年度認定申請が必要とな
るものですが、正式な認定をするまで（６月末を予定）の間は、次
の取扱いによる加算率を用いて請求を行うことができるものとしま
す。

全類型共通

令和４年度に本加算
認定を受けた既存園

令和４年度に本加算
認定を受けていない
既存園及び認可化移行園

処遇改善等加算Ⅱの加算対象職員数（人数Ａ・人数Ｂ）について
は、毎年度認定申請が必要となるものであり、正式な認定をするま
で（９月以降を予定）の間は、請求の可否等について、次の取扱い
によるものとします。

令和４年度に認定された加算対象職員数（人
数Ａ・人数Ｂ）により、暫定的に請求できるも
のとします。

処遇改善等加算Ⅱに対応した賃金体系の適
用を確認できていないため、正式な認定をす
るまで（９月以降を予定）の間は、請求できな
いものとし、正式な認定後、遡及して、請求で
きるものとします。

加算の暫定的取扱い

令和４年度に認定された処遇改善等加算率を限度として、令
和５年度の職員の平均勤続年数の見込み等を踏まえた任意
の率とします。



賃借料加算 全類型共通

管理者
未配置減算

小A・B・C
事業所内
A・B・20人

土曜日閉所減算 全類型共通

施設機能強化
推進費加算

全類型共通

第三者評価
受審加算

全類型共通

栄養管理加算 全類型共通

給食費 全類型共通

冷暖房費 全類型共通

行事用給食費 事業所内20人

特別扶助費 事業所内20人

一般生活費 事業所内20人

児童災害
共済掛金

事業所内20人

障害児保育費 事業所内20人

補足給付費 全類型共通

別途認定の必要がないため、全園加算有りとして請求を行うことが
できるものとします。ただし、特別扶助費については、６月と１２
月のみ請求できるものとし、児童災害共済掛金については、通年で
児童１人につき原則１回のみ請求可（転園等により掛金不要の場合
は不可とし、他の保険に加入するため、保険料がかかる場合は複数
回請求可）とします。

別途認定の必要がないため、生活保護世帯の子どもがおり、実費徴
収額の減免を行っている場合には全園請求を行うことができるもの
とします。給付完了後、別添の実績報告様式により保護者の確認を
いただきますので、正確な金額の請求をお願いします。なお、補足
給付の詳細な取扱いについては、別途配布しております「川崎市保
育所補足給付事業Ｑ＆Ａ集」を御参照ください。

賃借料加算については、新設園（認可化園）の場合及び既存園のう
ち賃借料等に変更があった場合には、認定申請が必要となります。
６月末に正式な認定をした上で、７月以降に遡及して請求できるも
のとします。
なお、新設園（認可化園を含む）は、認可・確認申請書等に基づき
公定価格上の賃借料加算の請求については、暫定的に行うことがで
きるものとします。

管理者未配置減算については、管理者を配置していない場合に適用
し、減算を行うものとします。管理者未配置減算が年度内において
初めて適用される月の請求までに認定申請が必要となります。

土曜日閉所減算については、土曜日に施設を閉所する場合にその日
数分に応じて減算を行うものとし、令和３年３月１９日付け事務連
絡「公定価格における土曜日閉所減算の取扱いについて（通知）」
をご参照の上、請求をお願いいたします。土曜日閉所減算が年度内
において初めて適用される月の翌月までに認定申請が必要となりま
す。

年度内において初めて適用される月の請求までに申請書の提出が必
要となるものですが、正式な認定をするまでの間(６月末を予定)
は、職員の配置状況に応じて請求を行うことができるものとしま
す。請求にあたっては、令和３年３月１日付け事務連絡「公定価格
における栄養管理加算の取扱いについて（通知）」を御参照くださ
い。

３月に加算される施設機能強化推進費加算、第三者評価受審加算に
ついては、毎年度認定申請が必要となるものであり、国からの通知
により、１２月末までの申請とされていることから、本市では、１
２月末までの申請とし、認定を２月末までに順次行っていく予定と
して、認定後３月に請求できるものとします。



延長保育費 全類型共通

延長保育費
（障害児保育分）

事業所内20人

延長保育費
保育料免除分）

事業所内20人

休憩休息保育士 事業所内20人

年休代替保育士
小A・B

事業所内
A・B・20

看護師雇用費
小A・B

事業所内
A・B

事務職員雇用費 事業所内20人

週４０時間勤務
保障保育士雇用

費

小A・B
事業所内

A・B

産休等代替臨時
職員雇用費

小A・B
事業所内
A・B・20

指導用給食費 事業所内20人

小A・B
事業所内
A・B・20人

令和４年度に本加算
認定を受けた既存園

令和４度の請求の算定に用いた「対象職員
数」に基づき、暫定的に請求できるものとしま
す。

令和４年度に本加算
認定を受けていない
既存園及び認可化移行園

正式な認定をするまで（９月以降を予定）の間
は、請求できないものとし、正式な認定後、遡
及して、請求できるものとします。

個々の延長保育利用時間数や障害児保育認定の有無、延長保育の利
用実績などの確認が必要であるため、実際の利用状況に基づき翌月
以降追加請求してください。

市処遇改善等
加算Ⅱ

小A・B
事業所内
A・B・20人

市処遇改善等加算Ⅱについては、毎年度認定申請が必要となるもの
であり、正式な認定をするまで（９月以降を予定）の間は、請求の
可否等について、次の取扱いによるものとします。

令和４年度に本加算
認定を受けた既存園

令和４度に認定された加算月額を上限とし
て、施設が必要とする額を暫定的に請求でき
るものとします。

令和４年度に本加算
認定を受けていない
既存園及び認可化移行園

正式な認定をするまで（９月以降を予定）の間
は、請求できないものとし、正式な認定後、遡
及して、請求できるものとします。

市職員雇用費中、産休等代替臨時職員雇用費を除く加算について
は、別途認定の必要がないため、休憩休息保育士、年休代替保育
士、看護師、事務職員の雇用費及び雇用補助費並びに指導用給食費
は、全園、算定対象職員数の範囲内で、配置のある人数分（事務職
員、指導用給食費については算定対象職員数分）の請求を行うこと
ができるものとし、週４０時間勤務保障保育士並びに産休明け保育
対応保育士の雇用費は、該当する定員区分の園又は産休明け（生後
５か月未満）の児童を受入れている園のみ、算定対象職員数の範囲
内で、配置のある人数分（週４０時間勤務保障保育士については算
定対象職員数分）の請求を行うことができるものとします。

なお、休憩休息保育士、年休代替保育士、看護師、調理員の雇用費
及び雇用補助費の賞与分の支給にあっては、別添の平成２８年５月
３１日付け２８川こ保第２５５号「平成２８年度民間保育所子ども
のための教育・保育給付費等の賞与月（６月及び１２月）の取扱い
等について」の１を参照の上、請求をお願いいたします。

また、産休等代替臨時職員雇用費については、有給による産休・病
休制度を有する園で代替臨時職員の雇用があった場合には、その都
度、別に定めるところにより認定申請が必要となります。

市処遇改善等
加算Ⅲ

市処遇改善等加算Ⅲについては、正式な認定をするまで（９月以降を予
定）の間は、請求の可否等について、次の取扱いによるものとします。

延長保育費の基本分・加算分については、別途認定の必要がないた
め、毎月、各園とも所定の延長保育時間の範囲内で、その月の最長
の延長登録時間に応じて当初請求できるものとします。



嘱託医手当

歯科検診事業費

入園前
健康診断手当

事業所内20人

市賃借料加算 小A・B・C

嘱託医手当、入園前健康診断手当、歯科検診事業費については、別途
認定の必要がないため、分園を除く全園加算有りとして請求を行うことが
できるものとします。ただし、入園前健康診断手当については、２月のみ
請求できるものとし、歯科検診事業費については、実施月に請求できる
ものとします。

小A・B
事業所内
A・B・20人

市賃借料加算については、新設園（認可化園を含む）は認定が行われる
まで（６月末を予定）の間請求できません。
また、既存園であっても定員や賃借料に変更があった場合には、公定価
格上の賃借料加算と併せて認定申請が必要となるものですが、正式な
認定をするまで（６月末を予定）の間は、暫定的に従前の認定内容に基
づく請求を行うこととします。


